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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）オレフィン系樹脂と、
　（Ｂ）エラストマー樹脂と、
　（Ｃ）ガラス転移点が１２０℃から１７０℃である環状オレフィン系樹脂と、
　（Ｄ）難燃剤と、を含有し、
　前記（Ｄ）成分の含有量が、前記（Ａ）成分、前記（Ｂ）成分、及び前記（Ｃ）成分の
合計量１００質量部に対して、６０質量部から１５０質量部であり、
　引張り伸び（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）が２５０％以上であり、
　加熱変形（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）が４０％以下である電線被覆用樹脂材料。
【請求項２】
　前記（Ａ）成分が極性基を有するオレフィン系樹脂を含む請求項１に記載の電線被覆用
樹脂材料。
【請求項３】
　前記（Ａ）成分と、前記（Ｂ）成分と前記（Ｃ）成分との合計量と、の質量比〔（Ａ）
／（（Ｂ）＋（Ｃ））〕が、８０／２０から６０／４０である請求項１又は２に記載の電
線被覆用樹脂材料。
【請求項４】
　前記（Ｃ）成分１００質量部に対して、前記（Ｂ）成分を２５質量部から６０質量部含
有する請求項１から３のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料。
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【請求項５】
　前記（Ｂ）成分がオレフィン系エラストマー又はスチレン系エラストマーである請求項
１から４のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料。
 
【請求項６】
　前記（Ｃ）成分は、２６０℃における剪断速度１２１６／秒のときの溶融粘度が９６Ｐ
ａ・ｓ以上である請求項１から５のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料が、導体上に被覆された電線。
【請求項８】
　請求項１から６のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料を成形してなり、
　１本の電線又は複数本の電線を束ねた電線束の外周を被覆するシースを備える難燃ケー
ブル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、環状オレフィン系樹脂を含有する電線被覆用樹脂材料、当該電線被覆用樹脂
材料を用いた電線、及び難燃ケーブルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　絶縁電線の被覆材料には、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）にハロゲン系難燃剤を配合した樹
脂組成物を使用することがよく知られている。しかし、これらを適切な処理をせずに廃棄
した場合、被覆材料に配合されている可塑剤や重金属安定剤が溶出したり、またこれらを
燃焼させると被覆材料に含まれるハロゲン化合物から腐食性ガスやダイオキシン類が発生
したりすることがあり、近年、この問題が議論されている。
【０００３】
　このため、有害な重金属の溶出やハロゲン系ガス等の発生のおそれがないノンハロゲン
難燃材料で電線を被覆する技術が検討されはじめている。ノンハロゲン難燃材料は、ハロ
ゲンを含有しない難燃剤を樹脂に配合することで難燃性を発現させており、この難燃剤と
しては、例えば、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム等の金属水和物が、また、前
記樹脂としては、ポリエチレン、エチレン・１－ブテン共重合体、エチレン・プロピレン
共重合体、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン－アクリル酸エチル共重合体、エチ
レン－プロピレン－ジエン三元共重合体等が用いられている。
【０００４】
　ところで、絶縁電線には、安全性の面から非常に厳しい難燃性規格、例えばＵＬ１５８
１（電線、ケーブル及びフレキシブルコードのための関連規格（Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓ
ｔａｎｄａｒｄ　ｆｏｒ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　Ｗｉｒｅｓ、Ｃａｂｌｅｓ，　ａｎｄ
　Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｃｏｒｄｓ））等に規定されている垂直燃焼試験（Ｖｅｒｔｉｃａ
ｌ　Ｆｌａｍｅ　Ｔｅｓｔ）、ＶＷ－１規格、水平難燃規格やＪＩＳ　Ｃ３００５に規定
される６０度傾斜難燃特性等が求められている。さらにこのような電線の被覆用材料には
、ＪＩＳ　Ｃ３００５に規定される引張り伸び試験、引張り強度試験、加熱変形試験等に
おいて一定の水準以上にあることが要求される場合がある。
【０００５】
　しかし、上記ポリエチレン等の樹脂材料を用いた場合には、加熱変形試験において要求
される水準以上のものを得るのは困難である。加熱変形試験で良好な物性を得やすい樹脂
として環状オレフィン系樹脂が挙げられ、環状オレフィン系樹脂を用いた電線被覆用樹脂
材料も開示されている（特許文献１）。
【特許文献１】特開平１１－１８９７４３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　上記のような、環状オレフィン系樹脂を用いた電線被覆用樹脂材料は熱変形試験におい
て要求される水準を得ることができるが、特に引張り伸び試験において要求される水準以
上のものを得ることが困難であり、要求される全ての物性が一定の水準以上にある電線被
覆用樹脂材料が求められている。
【０００７】
　本発明は上記課題を解決するためになされたものであり、その目的は、環状オレフィン
系樹脂を用いて、要求される全ての物性が一定の水準以上にある電線被覆用樹脂材料、当
該電線被覆用樹脂材料を用いた電線、及び難燃ケーブルを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは上記課題を解決するために鋭意研究を重ねた。その結果、電線被覆用樹脂
材料が（Ａ）オレフィン系樹脂と、（Ｂ）エラストマー樹脂と、（Ｃ）ガラス転移点が１
２０℃から１７０℃である環状オレフィン系樹脂と、（Ｄ）難燃剤とを含有し、（Ｄ）成
分の含有量が、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、及び（Ｃ）成分の合計量１００質量部に対して
、６０質量部から１５０質量部であり、引張り伸び（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）が２５０
％以上であり、加熱変形（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）が４０％以下であるものを用いるこ
とで、上記課題を解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。より具体的には
本発明は以下のものを提供する。
【０００９】
　（１）　（Ａ）オレフィン系樹脂と、（Ｂ）エラストマー樹脂と、（Ｃ）ガラス転移点
が１２０℃から１７０℃である環状オレフィン系樹脂と、（Ｄ）難燃剤と、を含有し、前
記（Ｄ）成分の含有量が、前記（Ａ）成分、前記（Ｂ）成分、及び前記（Ｃ）成分の合計
量１００質量部に対して、６０質量部から１５０質量部であり、引張り伸び（ＪＩＳ　Ｃ
３００５準拠）が２５０％以上であり、加熱変形（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）が４０％以
下である電線被覆用樹脂材料。
【００１０】
　（２）　前記（Ａ）成分が極性基を有するオレフィン系樹脂を含む（１）に記載の電線
被覆用樹脂材料。
【００１１】
　（３）　前記（Ａ）成分と、前記（Ｂ）成分と前記（Ｃ）成分との合計量と、の質量比
〔（Ａ）／（（Ｂ）＋（Ｃ））〕が、８０／２０から６０／４０である（１）又は（２）
に記載の電線被覆用樹脂材料。
【００１２】
　（４）　前記（Ｃ）成分１００質量部に対して、前記（Ｂ）成分を２５質量部から６０
質量部含有する（１）から（３）のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料。
【００１３】
　（５）　前記（Ｂ）成分がオレフィン系工ラストマー又はスチレン系エラストマーであ
る（１）から（４）のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料。
【００１４】
　（６）　前記（Ｃ）成分は、２６０℃における剪断速度１２１６／秒のときの溶融粘度
が９６Ｐａ・ｓ以上である（１）から（５）のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料。
【００１５】
　（７）　（１）から（６）のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料が、導体上に被覆さ
れた電線。
【００１６】
　（８）（１）から（６）のいずれかに記載の電線被覆用樹脂材料を成形してなり、１本
の電線又は複数本の電線を束ねた電線束の外周を被覆するシースを備える難燃ケーブル。
【発明の効果】
【００１７】
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　本発明によれば、電線被覆用樹脂材料は（Ａ）オレフィン系樹脂と、（Ｂ）エラストマ
ー樹脂と、（Ｃ）ガラス転移点が１２０℃から１７０℃である環状オレフィン系樹脂と、
（Ｄ）難燃剤とを含有し、（Ｄ）成分の含有量が、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、及び（Ｃ）
成分の合計量１００質量部に対して、６０質量部から１５０質量部であり、引張り伸び（
ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）が２５０％以上であり、加熱変形（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）
が４０％以下であるため、各材料に要求される全ての物性が一定の水準以上にある電線被
覆用樹脂材料、当該電線被覆用樹脂材料を用いた電線、及び難燃ケーブルを得ることがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明の一実施形態について詳細に説明するが、本発明は、以下の実施形態に何
ら限定されるものではなく、本発明の目的の範囲内において、適宜変更を加えて実施する
ことができる。
【００１９】
　＜（Ａ）オレフィン系樹脂＞
　ポリオレフィン系樹脂は、分子内に重合性二重結合を有するオレフィン系単量体を重合
してなるものである。上記オレフィン系単量体としては特に限定されず、例えば、エチレ
ン、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテ
ン、４－メチル－１－ペンテン等のα－オレフィン、ブタジエン等のジエンが挙げられる
。
【００２０】
　オレフィン系樹脂は極性基を有してもよい。極性基を持つ単量体を重合してオレフィン
系樹脂とする場合の他、重合したオレフィン系樹脂に対して極性基を導入する場合も含ま
れる。極性基としては、例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子、エステ
ル基や、カルボキシル基、カルボン酸基、カルボン酸無水物基、カルボン酸エステル基、
カルボン酸ハライド基、カルボン酸アミド基、カルボン酸イミド基、カルボン酸塩基等の
カルボキシル基誘導体、スルホン酸基、スルホン酸エステル基、スルホン酸塩化物基、ス
ルホン酸アミド基、スルホン酸塩基、エポキシ基、アミノ基、オキサゾリン基、エポキシ
基等が挙げられる。オレフィン系樹脂が極性基を持つことで難燃性を向上できるので好ま
しい。
【００２１】
　オレフィン系樹脂は酸変性樹脂であってもよい。酸変性樹脂とはポリエチレン、ポリプ
ロピレン、エチレン酢酸ビニル共重合体等の樹脂をマレイン酸、イタコン酸、フマル酸等
の不飽和カルボン酸、あるいはマレイン酸モノエステル、マレイン酸ジエステル、フマル
酸ジエステル、無水マレイン酸、無水イタコン酸等の不飽和カルボン酸ジエステルで変性
してなるものである。酸変性樹脂は、引張り強度や引張り伸び等の機械的特性を向上する
ことができるので好ましい。また、後述する金属水和物の分散性を改善することができる
ので好ましい。
【００２２】
　本発明において使用可能なオレフィン系樹脂としては、例えば、ポリエチレン、ポリプ
ロプレン、エチレン酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、エチレンアクリル酸エチル共重合体
（ＥＥＡ）等のエチレンアクリル酸エステル共重合体、エチレンα－オレフィン共重合体
、エチレンアクリル酸メチル共重合体、エチレンアクリル酸ブチル共重合体、エチレンメ
タクリル酸メチル共重合体、エチレンアクリル酸共重合体、部分ケン化ＥＶＡ、無水マレ
イン酸変性ポリオレフィン、エチレンアクリル酸エステル無水マレイン酸共重合体等を用
いることができる。これらの中でも、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン酢酸ビニ
ル共重合体、エチレンアクリル酸エチル共重合体、無水マレイン酸変性エチレン酢酸ビニ
ル共重合体が好ましい。これらは単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよ
い。
【００２３】
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　オレフィン系樹脂が極性基を持たない場合、そのオレフィン系樹脂１００質量部に対し
て、酸変性オレフィン成分を５質量部～１０質量部配合することで、難燃剤の分散が良好
になるので好ましい。
【００２４】
　上記オレフィン系樹脂の重合方法は特に限定されるものではなく、公知の方法に従って
行うことができる。ランダム共重合であっても、ブロック共重合であってもよい。
【００２５】
　＜（Ｂ）エラストマー樹脂＞
　本発明の電線被覆用樹脂材料は、エラストマー樹脂を含む。エラストマー樹脂を含むこ
とで、特に電線被覆用樹脂材料の引張り伸びを改善することができる。
【００２６】
　エラストマー樹脂としては、例えばスチレン系エラストマー、オレフィン系エラストマ
ー、塩化ビニル系エラストマー、ウレタン系エラストマー、ポリエステル系エラストマー
、ポリアミド系エラストマー、アクリル系エラストマー等を挙げることができ、これらは
単独で、又は必要に応じて、２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００２７】
　本発明の電線被覆用樹脂材料を導体に直接被覆する絶縁層として用いる場合にはオレフ
ィン系エラストマーが好ましい。電線の電気的特性の低下を防ぐことができるからである
。これに対して、本発明の電線被覆用樹脂材料をシースとして用いる場合には、導体に直
接被覆する材料ではないため、電気的特性の低下を考慮する必要はなく、いずれのエラス
トマー樹脂であっても好ましく使用することができ、特に環状オレフィン系樹脂との相溶
性が高いことから、スチレン系エラストマーを好適に用いることができる。好ましいスチ
レン系エラストマーの具体例としては、例えば、ＳＥＢＳ（ポリスチレン－エチレン／ブ
チレン－スチレン）、ＳＥＰＳ（ポリスチレン－ポリ（エチレン／プロピレン）ブロック
－ポリスチレン）、ＳＥＥＰＳ（ポリスチレン－ポリ（エチレン－エチレン／プロピレン
）ブロック－ポリスチレン）、ＳＥＢＳ（ポリスチレン－ポリ（エチレン／ブチレン）ブ
ロック－ポリスチレン）、ＳＥＰ（ポリスチレン－ポリ（エチレン／プロピレン）ブロッ
ク）等を挙げることができる。
【００２８】
＜（Ｃ）環状オレフィン系樹脂＞
　［（Ｃ）環状オレフィン系樹脂］
　以下、本発明の電線被覆用樹脂材料の必須成分となる（Ｃ）環状オレフィン系樹脂につ
いて説明する。環状オレフィン系樹脂は電線被覆用樹脂材料に好ましい物性を付与するだ
けでなく、本発明は後述する難燃剤に金属水和物を用いるので、その難燃剤により劣化や
分解を生じない樹脂を使用する必要がある。環状オレフィン系樹脂はその点からも好まし
い。本発明に用いられる（Ｃ）環状オレフィン系樹脂は、環状オレフィン成分を共重合成
分として含むものであり、１２０℃から１７０℃のガラス転移点を持ち、環状オレフィン
成分を主鎖に含むポリオレフィン系樹脂であれば、特に限定されるものではない。例えば
、
　（ａ１）環状オレフィンの付加重合体又はその水素添加物、
　（ａ２）環状オレフィンとα－オレフィンの付加共重合体又はその水素添加物、
　（ａ３）環状オレフィンの開環（共）重合体又はその水素添加物、を挙げることができ
る。
【００２９】
　また、本発明に用いられる環状オレフィン成分を共重合成分として含む（Ｃ）環状オレ
フィン系樹脂としては、
　（ａ４）上記（ａ１）～（ａ３）の樹脂に、さらに極性基を有する不飽和化合物をグラ
フト及び／又は共重合したもの、を含む。
【００３０】
　極性基としては、例えば、カルボキシル基、酸無水物基、エポキシ基、アミド基、エス
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テル基、ヒドロキシル基等を挙げることができ、極性基を有する不飽和化合物としては、
（メタ）アクリル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、無水イタコン酸、グリシジル（メタ
）アクリレート、（メタ）アクリル酸アルキル（炭素数１～１０）エステル、マレイン酸
アルキル（炭素数１～１０）エステル、（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリル酸－
２－ヒドロキシエチル等を挙げることができる。
【００３１】
　本発明においては、上記の環状オレフィン成分を共重合成分として含む環状オレフィン
系樹脂（ａ１）～（ａ４）は、１種単独であっても、二種以上を混合使用してもよい。本
発明においては、（ａ２）環状オレフィンとα－オレフィンの付加共重合体又はその水素
添加物を好ましく用いることができる。
【００３２】
　また、本発明に用いられる環状オレフィン成分を共重合成分として含む環状オレフィン
系樹脂としては、市販の樹脂を用いることも可能である。市販されている環状オレフィン
系樹脂としては、例えば、ＴＯＰＡＳ（登録商標）（ＴＯＰＡＳ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐ
ｏｌｙｍｅｒ　社製）、アペル（登録商標）（三井化学社製）、ゼオネックス（登録商標
）（日本ゼオン社製）、ゼオノア（登録商標）（日本ゼオン社製）、アートン（登録商標
）（ＪＳＲ社製）等を挙げることができる。
【００３３】
　本発明の組成物に好ましく用いられる（ａ２）環状オレフィンとα－オレフィンの付加
共重合体としては、特に限定されるものではない。特に好ましい例としては、〔１〕炭素
数２～２０のα－オレフィン成分と、〔２〕下記一般式（Ｉ）で示される環状オレフィン
成分と、を含む共重合体を挙げることができる。
【化１】

（式中、
　Ｒ１～Ｒ１２は、それぞれ同一でも異なっていてもよく、水素原子、ハロゲン原子、及
び、炭化水素基からなる群より選ばれるものであり、
　Ｒ９とＲ１０、Ｒ１１とＲ１２は、一体化して２価の炭化水素基を形成してもよく、
　Ｒ９又はＲ１０と、Ｒ１１又はＲ１２とは、互いに環を形成していてもよい。
　また、ｎは、０又は正の整数を示し、
　ｎが２以上の場合には、Ｒ５～Ｒ８は、それぞれの繰り返し単位の中で、それぞれ同一
でも異なっていてもよい。）
【００３４】
〔〔１〕炭素数２～２０のα－オレフィン成分〕
　本発明に好ましく用いられる環状オレフィン成分とエチレン等の他の共重合成分との付
加重合体の共重合成分となる炭素数２～２０のα－オレフィンは、特に限定されるもので
はない。例えば、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－へキセン、３
－メチル－１－ブテン、３－メチル－１－ペンテン、３－エチル－１－ペンテン、４－メ
チル－１－ペンテン、４－メチル－１－へキセン、４，４－ジメチル－１－ヘキセン、４
，４－ジメチル－１－ペンテン、４－エチル－１－へキセン、３－エチル－１－ヘキセン
、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１－テトラデセン、１－ヘキサデセン、１
－オクタデセン、１－エイコセン等を挙げることができる。また、これらのα－オレフィ
ン成分は、１種単独でも２種以上を同時に使用してもよい。これらの中では、エチレンの
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単独使用が最も好ましい。
【００３５】
〔〔２〕一般式（Ｉ）で示される環状オレフィン成分〕
　本発明に好ましく用いられる環状オレフィン成分とエチレン等の他の共重合成分との付
加重合体において、共重合成分となる一般式（Ｉ）で示される環状オレフィン成分につい
て説明する。
【００３６】
　一般式（Ｉ）におけるＲ１～Ｒ１２は、それぞれ同一でも異なっていてもよく、水素原
子、ハロゲン原子、及び、炭化水素基からなる群より選ばれるものである。
【００３７】
　Ｒ１～Ｒ８の具体例としては、例えば、水素原子；フッ素、塩素、臭素等のハロゲン原
子；メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基等の低級アルキル基等を挙げることがで
き、これらはそれぞれ異なっていてもよく、部分的に異なっていてもよく、また、全部が
同一であってもよい。
【００３８】
　また、Ｒ９～Ｒ１２の具体例としては、例えば、水素原子；フッ素、塩素、臭素等のハ
ロゲン原子；メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル
基、ヘキシル基、ステアリル基等のアルキル基；シクロヘキシル基等のシクロアルキル基
；フェニル基、トリル基、エチルフェニル基、イソプロピルフェニル基、ナフチル基、ア
ントリル基等の置換又は無置換の芳香族炭化水素基；ベンジル基、フェネチル基、その他
アルキル基にアリール基が置換したアラルキル基等を挙げることができ、これらはそれぞ
れ異なっていてもよく、部分的に異なっていてもよく、また、全部が同一であってもよい
。
【００３９】
　Ｒ９とＲ１０、又はＲ１１とＲ１２とが一体化して２価の炭化水素基を形成する場合の
具体例としては、例えば、エチリデン基、プロピリデン基、イソプロピリデン基等のアル
キリデン基等を挙げることができる。
【００４０】
　Ｒ９又はＲ１０と、Ｒ１１又はＲ１２とが、互いに環を形成する場合には、形成される
環は単環でも多環であってもよく、架橋を有する多環であってもよく、二重結合を有する
環であってもよく、またこれらの環の組み合わせからなる環であってもよい。また、これ
らの環はメチル基等の置換基を有していてもよい。
【００４１】
　一般式（Ｉ）で示される環状オレフィン成分の具体例としては、ビシクロ［２．２．１
］ヘプタ－２－エン（慣用名：ノルボルネン）、５－メチル－ビシクロ［２．２．１］ヘ
プタ－２－エン、５，５－ジメチル－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン、５－エ
チル－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン、５－ブチル－ビシクロ［２．２．１］
ヘプタ－２－エン、５－エチリデン－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン、５－ヘ
キシル－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン、５－オクチル－ビシクロ［２．２．
１］ヘプタ－２－エン、５－オクタデシル－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン、
５－メチリデン－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン、５－ビニル－ビシクロ［２
．２．１］ヘプタ－２－エン、５－プロペニル－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エ
ン等の２環の環状オレフィン；
【００４２】
トリシクロ［４．３．０．１２，５］デカ－３，７－ジエン（慣用名：ジシクロペンタジ
エン）、トリシクロ［４．３．０．１２，５］デカ－３－エン；トリシクロ［４．４．０
．１２，５］ウンデカ－３，７－ジエン若しくはトリシクロ［４．４．０．１２，５］ウ
ンデカ－３，８－ジエン又はこれらの部分水素添加物（又はシクロペンタジエンとシクロ
ヘキセンの付加物）であるトリシクロ［４．４．０．１２，５］ウンデカ－３－エン；５
－シクロペンチル－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン、５－シクロヘキシル－ビ
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シクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン、５－シクロヘキセニルビシクロ［２．２．１］
ヘプタ－２－エン、５－フェニル－ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エンといった３
環の環状オレフィン；
【００４３】
テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ－３－エン（単にテトラシク
ロドデセンともいう）、８－メチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］
ドデカ－３－エン、８－エチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデ
カ－３－エン、８－メチリデンテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデ
カ－３－エン、８－エチリデンテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデ
カ－３－エン、８－ビニルテトラシクロ［４，４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ－
３－エン、８－プロペニル－テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ
－３－エンといった４環の環状オレフィン；
【００４４】
８－シクロペンチル－テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ－３－
エン、８－シクロヘキシル－テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ
－３－エン、８－シクロヘキセニル－テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０

］ドデカ－３－エン、８－フェニル－シクロペンチル－テトラシクロ［４．４．０．１２

，５．１７，１０］ドデカ－３－エン；テトラシクロ［７．４．１３，６．０１，９．０
２，７］テトラデカ－４，９，１１，１３－テトラエン（１，４－メタノ－１，４，４ａ
，９ａ－テトラヒドロフルオレンともいう）、テトラシクロ［８．４．１４，７．０１，

１０．０３，８］ペンタデカ－５，１０，１２，１４－テトラエン（１，４－メタノ－１
，４，４ａ，５，１０，１０ａ－へキサヒドロアントラセンともいう）；ペンタシクロ［
６．６．１．１３，６．０２，７．０９，１４］－４－ヘキサデセン、ペンタシクロ［６
．５．１．１３，６．０２，７．０９，１３］－４－ペンタデセン、ペンタシクロ［７．
４．０．０２，７．１３，６．１１０，１３］－４－ペンタデセン；ヘプタシクロ［８．
７．０．１２，９．１４，７．１１１，１７．０３，８．０１２，１６］－５－エイコセ
ン、ヘプタシクロ［８．７．０．１２，９．０３，８．１４，７．０１２，１７．１１３

，ｌ６］－１４－エイコセン；シクロペンタジエンの４量体等の多環の環状オレフィンを
挙げることができる。
【００４５】
　これらの環状オレフィン成分は、１種単独でも、また２種以上を組み合わせて使用して
もよい。これらの中では、ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン（慣用名：ノルボル
ネン）を単独使用することが好ましい。
【００４６】
　〔１〕炭素数２～２０のα－オレフィン成分と〔２〕一般式（Ｉ）で表される環状オレ
フィン成分との重合方法及び得られた重合体の水素添加方法は、特に限定されるものでは
なく、公知の方法に従って行うことができる。ランダム共重合であっても、ブロック共重
合であってもよいが、ランダム共重合であることが好ましい。
【００４７】
　また、用いられる重合触媒についても特に限定されるものではなく、チーグラー・ナッ
タ系、メタセシス系、メタロセン系触媒等の従来周知の触媒を用いて周知の方法により得
ることができる。本発明に好ましく用いられる環状オレフィンとα－オレフィンの付加共
重合体又はその水素添加物は、メタロセン系触媒を用いて製造されることが好ましい。
【００４８】
　メタセシス触媒としては、シクロオレフィンの開環重合用触媒として公知のモリブデン
又はタングステン系メタセシス触媒（例えば、特開昭５８－１２７７２８号公報、同５８
－１２９０１３号公報等に記載）が挙げられる。また、メタセシス触媒で得られる重合体
は無機担体担持遷移金属触媒等を用い、主鎖の二重結合を９０％以上、側鎖の芳香環中の
炭素－炭素二重結合の９８％以上を水素添加することが好ましい。
【００４９】



(9) JP 5345793 B2 2013.11.20

10

20

30

40

50

〔その他共重合成分〕
　本発明の組成物に特に好ましく用いられる（ａ２）環状オレフィンとα－オレフィンの
付加共重合体は、上記の〔１〕炭素数２～２０のα－オレフィン成分と、〔２〕一般式（
Ｉ）で示される環状オレフィン成分以外に、本発明の目的を損なわない範囲で、必要に応
じて他の共重合可能な不飽和単量体成分を含有していてもよい。
【００５０】
　任意に共重合されていてもよい不飽和単量体としては、特に限定されるものではないが
、例えば、炭素－炭素二重結合を１分子内に２個以上含む炭化水素系単量体等を挙げるこ
とができる。炭素－炭素二重結合を１分子内に２個以上含む炭化水素系単量体の具体例と
しては、１，４－ヘキサジエン、１，６－オクタジエン、２－メチル－１，５－ヘキサジ
エン、４－メチル－１，５－ヘキサジエン、５－メチル－１，５－ヘキサジエン、６－メ
チル－１，５－ヘプタジエン、７－メチル－１，６－オクタジエン等の鎖状非共役ジエン
；シクロヘキサジエン、ジシクロペンタジエン、メチルテトラヒドロインデン、５－ビニ
ル－２－ノルボルネン、５－エチリデン－２－ノルボルネン、５－メチレン－２－ノルボ
ルネン、５－イソプロピリデン－２－ノルボンネン、６－クロロメチル－５－イソプロペ
ニル－２－ノルボルネン、４，９，５，８－ジメタノ－３ａ，４，４ａ，５，８，８ａ，
９，９ａ－オクタヒドロ－１Ｈ－ベンゾインデン等の環状非共役ジエン；２，３－ジイソ
プロピリデン－５－ノルボルネン；２－エチリデン－３－イソプロピリデン－５－ノルボ
ルネン；２－プロペニル－２，２－ノルボルナジエン等を挙げることができる。これらの
うちでは、１，４－ヘキサジエン、１，６－オクタジエン、及び環状非共役ジエン、とり
わけ、ジシクロペンタジエン、５－エチリデン－２－ノルボルネン、５－ビニル－２－ノ
ルボルネン、５－メチレン－２－ノルボルネン、１，４－ヘキサジエン、１，６－オクタ
ジエンが好ましい。環状オレフィン系樹脂は１種単独でも２種以上を同時に使用してもよ
い。これらの中では、エチレンの単独使用が最も好ましい。
【００５１】
　本発明の必須成分の環状オレフィン系樹脂のガラス転移点は、１２０℃～１７０℃であ
る。１２０℃以上であれば、電線被覆用樹脂材料は十分な耐熱性を備えるので、加熱変形
（ＪＩＳ　Ｃ　３００５）の試験において、電線被覆用樹脂材料の厚さの減少率を４０％
以下に抑えることができる。１７０℃以下であれば、後述する難燃剤がコンパウンド時に
分解することを抑制できる。好ましいガラス転移点の範囲は１２５℃～１６０℃である。
上記ガラス転移点は、環状オレフィン系樹脂中の環状オレフィン成分の割合を変更するこ
とで調整することができる。
【００５２】
　ガラス転移点が１２０℃未満の環状オレフィン系樹脂でも、ガラス転移点が１２０℃以
上の環状オレフィン系樹脂とブレンドすることにより使用することができる。その時のガ
ラス転移点１２０℃未満の環状オレフィン系樹脂の配合量は特に限定されないが、環状オ
レフィン系樹脂のブレンド物のＴｇが１２０℃～１７０℃の範囲になる割合であればよい
。
【００５３】
　環状オレフィン系樹脂は、２６０℃における剪断速度１２１６／秒のときの溶融粘度が
９６Ｐａ・ｓ以上であることが好ましい。通常、環状オレフィン系樹脂を配合すると可撓
性が低下する。可撓性が低下すれば引張り伸びが低下するために好ましくないが、溶融粘
度が９６Ｐａ・ｓ以上であれば、環状オレフィン系樹脂を配合しても可撓性の低下を抑え
ることができるので好ましい。より好ましい溶融粘度は１２０Ｐａ・ｓ以上である。
【００５４】
＜（Ｄ）難燃剤＞
　本発明において難燃剤とは金属水和物である。金属水和物難燃剤としては、水酸化マグ
ネシウム（Ｍｇ（ＯＨ）２）、水酸化アルミニウム（Ａｌ（ＯＨ）３）、ハイドロタルサ
イト、カルシウムアルミネート水和物、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、ハードクレ
ー等を挙げることができる。本実施の形態では、金属水和物系難燃剤として、これらの単
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体又は２種以上をブレンドした材料を用いる。金属水和物系難燃剤としては、難燃化効果
の高い水酸化マグネシウムが最も好適である。
【００５５】
　上記金属水和物難燃剤は、混練時の樹脂とのなじみ性を良好にするために表面処理が施
されることが好ましい。金属水和物の表面処理剤としては従来公知の表面処理剤を用いる
ことができる。金属水和物の粒径はあまり大きすぎると、分散性が低下し、電線被覆用樹
脂材料の機械的強度も低下させるため、所定の大きさに抑える必要がある。
【００５６】
＜電線被覆用樹脂材料＞
　本発明の電線被覆用樹脂材料は、（Ａ）オレフィン系樹脂、（Ｂ）エラストマー樹脂、
（Ｃ）ガラス転移点が１２０℃から１７０℃である環状オレフィン系樹脂、（Ｄ）難燃剤
を含有し、上記成分を含むことで、電線に被覆する絶縁材料やシース等として、要求され
る一定以上の水準の物性を備える。特にエラストマー樹脂を含むことで、環状オレフィン
系樹脂による可撓性の低下を補うことができる。その結果、本発明の電線被覆用樹脂材料
は、良好な引張り伸びを実現することができる。
【００５７】
　本発明の電線被覆用樹脂材料は、引張り伸び（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）が２５０％以
上である。引張り伸びは、上述の環状オレフィン系樹脂の溶融粘度の他に、エラストマー
樹脂を配合すること等により付与することができる。より好ましい引張り伸びは３００％
以上であり、３００％以上の引張り伸びがあれば車両電線のような電線にも使用可能にな
る。
【００５８】
　本発明においては、環状オレフィン系樹脂１００質量部に対して、エラストマー樹脂を
２５質量部～６０質量部含有することが好ましい。２５質量部以上であれば、エラストマ
ー樹脂によって、環状オレフィン系樹脂による可撓性の低下を補い、非常に良好な引張り
伸びを実現することができるので好ましい。６０質量部以下であれば、加熱変形の抑制が
可能となり好ましい。より好ましくは３０質量部～５０質量部である。
【００５９】
　本発明の電線被覆用樹脂材料の引張り強度（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）は、１０ＭＰａ
以上である。より好ましい引張り強度は１２ＭＰａ以上である。
【００６０】
　本発明の電線被覆用樹脂材料は、オレフィン系樹脂と、エラストマー樹脂と環状オレフ
ィン系樹脂との合計量と、の質量比〔（Ａ）／（（Ｂ）＋（Ｃ））〕が、８０／２０～６
０／４０であることが好ましい。上記のように電線被覆用樹脂材料がオレフィン系樹脂を
主体とすることが好ましいのは引張り強度等の機械的特性を本発明の電線被覆用樹脂材料
に付与することができるからである。上記質量比が６０／４０よりオレフィン系樹脂の割
合が多い場合には靭性確保の点で好ましく、８０／２０よりオレフィン系樹脂の割合が少
ない場合には、エラストマー樹脂による引張り伸びの改善や環状オレフィン系樹脂による
耐熱性（熱変形）の改善の効果も併せて顕著に現れるので好ましい。
【００６１】
　加熱変形（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）のＪＩＳ規格においては５０％以下であるが、上
述の通り、本発明では、４０％以下を実現できる。したがって車両用電線にも使用するこ
とができる。
【００６２】
　特に、ポリプロピレンのように結晶性の高いオレフィン樹脂の場合には、１２０℃・３
０時間の条件下で加熱処理させた後、自己径巻きにより電線被覆用樹脂材料の表面に亀裂
が生じやすいが、環状オレフィン系樹脂を配合することで生じにくくなる。
【００６３】
　本発明の電線被覆用樹脂材料を難燃性が必要な難燃ケーブルのシース等に用いることが
好ましい。本発明の電線被覆用樹脂材料は、燃焼試験（ＪＩＳ　Ｃ３００５準拠）におい
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て、着火後６０秒以内で自然消化する。
【００６４】
　本発明の電線被覆用樹脂材料において難燃剤の含有量は、オレフィン系樹脂とエラスト
マー樹脂と環状オレフィン系樹脂との合計量１００質量部に対して、６０質量部～１５０
質量部である。難燃剤の含有量が６０質量部以上であれば上記燃焼試験を満たすような難
燃性が得られるので好ましく、１５０質量部以下であれば電線被覆用樹脂材料の柔軟性の
低下を抑えることができるので好ましい。本発明における難燃剤のより好ましい含有量は
、７０質量部～１３０質量部である。
【００６５】
　本発明の環状オレフィン系樹脂には、本発明の効果を失わない範囲で、必要に応じて、
その他の熱可塑性樹脂、各種配合剤等を添加することができる。他の樹脂としては、例え
ば、他のポリオレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、フッ素樹脂等が例示される。これ
らの他の樹脂は単独で又は２種以上組み合わせてもよい。また、本発明の電線被覆用樹脂
材料には、必要に応じて難燃助剤、酸化防止剤、滑剤、界面活性剤、軟化剤、可塑剤、無
機充填剤、相溶化剤、安定剤、架橋剤、紫外線吸収剤、光安定剤、着色剤等の添加物を加
えることができる。また、本発明の電線被覆用樹脂材料が導体である銅等の金属と接触す
る場合、耐重金属安定剤を添加することが好ましい。耐重金属安定剤としては、サリチル
酸誘導体（例えば、商品名ＡＤＫＳＴＡＢ　ＣＤＡ６）、ヒドラジド誘導体（例えば、商
品名Ｉｒｇａｎｏｘ　ＭＤ１０２４）、シュウ酸アミド誘導体（例えば、商品名Ｎａｕｇ
ａｒｄ　ＸＬ－１）、イオウ含有ホスファイト化合物（例えば、商品名Ｈｏｓｔａｎｏｘ
ＯＳＰ－１）等が例示されるが、同軸ケーブルの特性を損なわないものであれば耐重金属
安定剤の種類は特に限定されない。耐重金属安定剤の添加量も特に限定されないが、通常
は樹脂成分に対して０．３質量％以下の添加量が好ましく用いられる。添加方法について
は特に限定されないが、環状オレフィン系樹脂、ポリエチレン樹脂、他の添加樹脂等にあ
らかじめ添加するとさらに好ましい。
【００６６】
　本発明の電線被覆用樹脂材料の製造方法は、従来公知の方法が利用できる。例えば、各
種ミキサーでのドライブレンドを行うことも可能であり、バンバリーミキサー、単軸スク
リュー押出機、２軸スクリュー押出機、ニーダ、多軸スクリュー押出機、ロール等の一般
的な混和機を用いた溶融混練方法，各成分を溶解又は分散混合後，溶剤を加熱除去する方
法等が用いられる。本発明においては押出機による溶融混合法が生産性、良混練性の点か
ら好ましい。得られる電線被覆用樹脂材料の形状に特に制限はないが、チューブ状、ペレ
ット状、シート状、ストランド状、チップ状等を挙げることができる。また、溶融混練後
、導体等に対して押出被覆することで直接成形品とすることもできる。
【００６７】
　本発明の電線被覆用樹脂材料の製造においては、あらかじめ、エラストマー樹脂と環状
オレフィン系樹脂とをブレンドしてペレットを作製し、原料として用いることが好ましい
。あらかじめ混練しておくと伸びと加熱変形のバランスを確保する上で、処方の調整範囲
が広がるので好ましい。
【００６８】
　本発明の電線被覆用樹脂材料は、例えば後述するような電線を被覆するために用いられ
る。本発明の電線被覆用樹脂材料は、良好な機械的強度や耐熱性等を備えるため導体に直
接被覆する絶縁層や、絶縁層を被覆した一本の電線又は複数本の電線束の外側を被覆する
シースとして好ましく使用することができる。
【００６９】
＜電線＞
　電線とは、銅等の導体を芯線として芯線の周囲を絶縁材料により被覆して短絡を防止し
たものであり、芯線に電流を流すことにより、主に電力及び情報を伝達する線状素材であ
る。芯線は一本であってもよいし複数本あってもよい。具体的には、例えば、通信ケーブ
ル絶縁素線や一般固定電線、船用線、車両用電線等の電力ケーブル、カメラ用ケーブル、
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医療用ケーブル等が挙げられる。
【００７０】
　本発明の電線の製造方法は、従来公知の方法を用いることが出来る。即ち、通常の押出
成形ラインを用い、単線又は多線の銅芯線等の導体に本発明の電線被覆用樹脂材料を押出
して得ることが出来る。
【００７１】
＜難燃ケーブル＞
　発電所、製鉄・石油化学等の大型プラントあるいはビル、地下街等においてはケーブル
防災の必要が高まっており、特に最近では火災時の安全性の観点から難燃ケーブルが使用
されている。
【００７２】
　難燃ケーブルは、導体に絶縁材料が被覆され、さらにその外周に難燃性のシースを被覆
したものをいう。また、導体に絶縁材料が被覆された電線を束ねた電線束をシースで被覆
したものも含む。さらに、本発明の難燃ケーブルには、導体に他の層（例えば耐火層）を
介して絶縁材料が被覆されていてもよく、被覆された絶縁材料の周囲に介在を介してシー
スが被覆されていてもよい。なお、難燃ケーブルの説明に用いる「電線」には本発明の電
線以外の一般的な電線全てを含む。
【００７３】
　本発明の電線被覆用樹脂材料において、導体に被覆する絶縁材料、電線等を被覆するシ
ースとして用いることができる。
【００７４】
　本発明の難燃ケーブル製造方法は、特に限定されず従来公知の方法で製造することがで
きる。例えば、絶縁層を被覆した電線を、必要に応じて複数本を束ねて電線束とするか、
又は一本の電線として、その外周にシースを押出被覆することにより、難燃ケーブルを得
ることができる。
【実施例】
【００７５】
　以下に、実施例を挙げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
より限定されるものではない。
【００７６】
＜材料＞
［ベース樹脂］
ポリエチレン（ＰＥ）：日本ユニカー社製ＮＵＣポリエチレン－ＬＬ　ＮＵＣＧ－５２２
５
エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）：三井デュポンケミカル社製エバフレックスＥ
Ｖ２７０
エチレン－エチルアクリレート共重合体（ＥＥＡ）：日本ユニカー社製エチレンエチルア
クリレートコポリマー　ＤＰＤＪ－６１６９ＢＫ
ポリプロピレン（ＰＰ）：プライムポリマー社製プライムポリプロＪ－７５０ＨＰ
無水マレイン酸変性ＥＶＡ（ＭＡＨ－ＥＶＡ）：三井デュポンケミカル社製ＨＰＲ　ＶＲ
１０３
【００７７】
［環状オレフィン系樹脂］
ＴＯＰＡＳ：ＴＯＰＡＳ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　社製の５種の環状オレフ
ィン樹脂を用いた。これらのＴＯＰＡＳのガラス転移点（Ｔｇ）と溶融粘度（ＭＶ）を表
１に示す。本発明で使用する環状オレフィン樹脂のガラス転移点（Ｔｇ）は、ＪＩＳ　Ｋ
７１２１記載の方法によって昇温速度１０℃／分の条件で測定した値を採用する。また、
本発明で使用する環状オレフィン樹脂の溶融粘度は２６０℃、剪断速度１２１６／秒にお
ける値を採用する。
ＺＥＯＮＯＲ：日本ゼオン社製ＺＥＯＮＯＲ１４２０Ｒを用いた。ガラス転移点（Ｔｇ）
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と溶融粘度（ＭＶ）を表１に示す。
【００７８】
【表１】

【００７９】
［エラストマー］
オレフィン系エラストマー：デュポンダウエラストマー社製Ｅｎｇａｇｅ　ＥＮＲ７３８
０
スチレン系エラストマー：Ｋｒａｔｏｎ社製Ｋｒａｔｏｎ　Ｄ１１８４
【００８０】
［難燃剤；金属水和物］
水酸化マグネシウム：協和化学社製　キスマ５Ａ
水酸化アルミニウム：昭和電工社製　ハイジライトＨ－４２Ｍ
【００８１】
＜電線被覆用樹脂材料の作製＞
　表２から５に示す割合でエラストマー樹脂を環状オレフィン系樹脂に配合して、２軸押
出磯により２６０℃から２８０℃の設定温度範囲で溶融混練をして、環状オレフィン系樹
脂／エラストマー樹脂ブレンド物のペレットをあらかじめ作製した。次いで、そのブレン
ド物、ベース樹脂、難燃剤を表２から５に示す割合に配合して、２軸押出機により１８０
℃から２００℃設定温度範囲で溶融混練を行い、ペレット状の電線被覆用樹脂材料を作製
した。この溶融混練の際に、ダイから吐出直後の溶融樹脂温度を測定した結果、比較例６
の場合を除き、全ての実施例と比較例で溶融樹脂温度は２１５℃以下であった。比較例６
の溶融樹脂温慶は２３０℃から２４０℃の範囲であった。
【００８２】
＜電線の作製＞
　上述のペレット状被覆材料を、ワイヤーコーティングダイを有する径２０ｍｍスクリュ
ーの単軸押出機に投入して、１８０℃の設定温度で被覆材料を溶融押出して、あらかじめ
８０℃に予熱した０．９ｍｍ径の導体（銅線）をワイヤーコーティングダイに導入して引
き取りながら、厚さ０．３ｍｍの絶緑被覆層を導体に押出被覆して電線を作製した。得ら
れた電線絶縁層の配合と特性を表２から表４に示す。
【００８３】
＜難燃ケーブルの作製＞
　上述の電線３本とジュート介在を束ねて、ＰＥＴ押巻テープを巻いてケーブルコアを作
製した。このケーブルコア上に単軸押出機を用いて、実施例１７から２０に対応する被覆
材料を、コーティングダイを通して、シース厚さ１ｍｍになる様に１８０℃で被覆して難
燃ケーブルを作製した。得られたシースの配合と特性を表５に示す。
【００８４】
＜評価＞
［加熱変形試験］
　加熱変形試験はＪＩＳ－Ｃ３００５に準拠して温度１２０℃、荷重２ｋｇで行った。絶
縁被覆層及びシース層の熱変形が４０％以下のものを合格とした。



(14) JP 5345793 B2 2013.11.20

10

20

30

【００８５】
［燃焼試験］
　ＪＩＳ　Ｃ３００５に準拠して６０°傾斜燃焼試験を行った。着火後、６０秒以内で自
然に消火したものを合格とした。６０秒を越えて燃焼するものを不合格とした。
【００８６】
［引張り試験］
　電線の絶録被覆層についてＪＩＳ　Ｃ３００５に準拠して引張り試験を行った。電線の
導体を抜き取って、絶縁層のチューブを室温で引張り速度２００ｍｍ／ｍｉｎで行い、引
っ張り強度と伸びを測定した。シースについても、電線と介在テープをとり除いて、同様
に行った。引張り伸びが２５０％以上を合格に、引張り強度が１０ＭＰａ以上を合格とし
た。
【００８７】
［老化試験］
　電線とシース被覆ケープルを１２０℃３６時間の条件下で加熱処理させた後、自己径巻
きにより絶縁被覆層あるいはシースの表面に亀製を生じないものを合格とした。
【００８８】
【表２】

【００８９】
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【００９０】

【表４】

【００９１】
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【００９２】
　表２から分かるように、比較例１～４では加熱変形試験に合格するものはなかった。一
方、実施例１～５では全て加熱変形試験に合格している。このことから、絶縁層は、環状
オレフィン系樹脂を含有することで耐熱性が向上し加熱変形を抑制することが確認された
。また、実施例１～５の中でも特に実施例３、５が優れている。このことから、極性基を
有するオレフィン系樹脂の中でも特にエチレンアクリル酸エチル共重合体が好ましいこと
、絶縁層が酸変性樹脂を含むことが好ましいことが確認された。
【００９３】
　表３から分かるように、比較例５～６と実施例から環状オレフィン系樹脂のガラス転移
点が１２０℃～１７０℃の範囲にあることで、引張り伸び等の機械的特性と加熱変形しづ
らい等の耐熱性を両立することが確認された。比較例７と実施例７から環状オレフィン系
樹脂の溶融粘度が９６Ｐａ・ｓ以上であれば、引張り伸び等の機械的特性が向上すること
が確認された。実施例８から、本発明に用いる環状オレフィン系樹脂にガラス転移点の低
い環状オレフィン系樹脂を少量含有させることで、引張り伸び等の機械的強度の優れた絶
縁層になることが確認された。
【００９４】
　表４からわかるように、比較例８と実施例１３から、難燃剤の含有量が少ないと加熱変
形しやすくなり、加熱変形試験に合格しないことが確認された。また、実施例１３からエ
ラストマー樹脂の含有量が多ければ、引張り伸び等の機械的特性に優れた絶縁層になるこ
とが確認された。実施例１４から難燃剤の含有量が多いと引張り伸び等の機械的特性が低
下する傾向にあることが確認された。
【００９５】
　表５の実施例１５から実施例１８に示すように、加熱変形率、引張り特性、難燃性、耐
老化性の全てに合格していることから、優れたシースになることが確認された。
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